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５	 県税の特別措置等について

　東日本大震災（原子力発電所の事故を含む。）により住宅や家財などに被害を受けられた方は、
個人県民税、不動産取得税等について、次のような軽減措置等を受けられます。

○　税目別の措置
　・　個人県民税
　所有する居住用の家屋が東日本大震災により居住することができなくなった方が、住宅
の再取得等をした場合には、住宅ローン控除の特例（住宅ローンの年末残高の限度額、控除
率及び重複適用）について、所得税と同様に適用を受けることができます。（令和７年12月
31日まで）

　・　不動産取得税
　東日本大震災により滅失・損壊した不動産の所有者等が、令和８年３月31日までに代わ
りの不動産を取得した次の場合には、被災不動産の面積相当分の不動産取得税が課税され
ません。
　また、原子力発電所の事故による警戒区域設定指示区域内又は居住困難区域内に同区域
の指定の公示があった日において所在した不動産の所有者等が、同区域の指定解除の公示
のあった日から３月（代替家屋の新築については１年）を経過する日までに取得した場合も、
同様の措置が受けられます。
・被災家屋に代わる家屋を取得した。
・被災家屋の敷地に代わる家屋用の土地を取得した。
・被災農用地に代わる農用地を取得した。

　

○　納税の猶予（全税目）
　県税を一時納めることができないときは、原則として１年以内に限り納税を猶予します。

県　税

東日本大震災により被害を受けられた方に対する救済措置について
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５	 県税の特別措置等について

　東日本大震災により住宅や家財などに被害を受けられた場合で、一定の要件に該当するとき
は、個人市町村民税、固定資産税・都市計画税について、次のような軽減措置等を受けられます。

○　個人市町村民税
　所有する居住用の家屋が東日本大震災により居住することができなくなった方が、住宅の
再取得等をした場合には、住宅ローン控除の特例（住宅ローンの年末残高の限度額、控除率及
び重複適用）について、所得税と同様に適用を受けることができます。

○　固定資産税・都市計画税
　東日本大震災により滅失・損壊した住宅の敷地で、住宅用地の特例の適用を受けていた土地
のうち、市町村長が認める場合には、引き続き住宅用地の軽減措置を受けることができます。
　また、被災住宅用地・被災家屋・被災償却資産の所有者等がその住宅用地等に代わるもの
として取得等がなされたものと市町村長が認める場合には、それらに係る固定資産税等につ
いて、一定の軽減措置を受けることができます。

※　詳しくは、各市町村の税務担当課にお問い合わせください。

市町村税
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５	 県税の特別措置等について

＜免除割合＞
○不動産取得税
〔家　屋〕
	 （Ａ）のうち自己の事業の用に供する部分の延べ面積
	 	 取得した家屋の延べ面積（Ａ）

〔土　地〕
	 家屋の敷地を含む一団の土地全体

産業活動の活性化及び雇用機会の創出のための県税の特別措置
（課税免除）について

　茨城県では、県内における産業活動の活性化と雇用機会の創出のため、県税の特別措置を設けています。

＜特別措置の概要＞
税　　　　　　目 不動産取得税

対 象 地 域 茨城県内全域

対 象 法 人

　以下に掲げる対象事業の用に供する事務所又は事業所を、茨城県内に新設又は増設し、県内で
従業者（注１）が５人以上（注２）増加した法人
【対象事業】
　製造業、情報通信業、情報通信技術利用業、運輸業、卸売業、学術・開発研究機関、電気・ガス・
熱供給業（過疎地域持続的発展市町村計画に記載された産業振興促進区域（以下「産業振興促
進区域」）に限る。）、旅館業、小売業（認定中心市街地等及び産業振興促進区域における大規
模小売店舗で行うものに限る。）、植物工場（不動産取得税の課税対象となる家屋内において行う
事業に限る。）、農林水産物等販売業（産業振興促進区域に限る。）　等

　　※　次のものは対象となりません。
・　県税を滞納している法人
・　事務所等の新増設が、県内事務所等の移転等によるもの（ただし、移転前の面積を超える
ものについては対象）

注１）　雇用保険法に定める被保険者（日雇労働者及び短期雇用者等にかかる被保険者を除きます。）に限ります。
注２）　事務所等の新増設が、茨城県有地、茨城県等の公共的団体が造成した工業団地等又は産業振興促進区域

の区域内である場合は、５人未満であっても課税免除の対象となります。

特別措置の内容

　事務所等の新増設に係る家屋及びその敷地を含む一団の土地の不動産取得税を課税免除
※　免除割合は別記のとおりです。
※　土地については、取得の日から１年以内にその土地の上に家屋の建築着手があった場合で、
かつその家屋が免除対象となる場合に限ります。

適 用 期 間 令和９年３月31日まで

申 告 手 続

　不動産を取得した日から60日以内に、「課税免除申告書」を「不動産取得申告（報告）書」と併せ
て提出する。ただし、不動産を取得した日から60日以内に不動産登記法に規定する表示に関する
登記又は所有権の登記を申請した場合には不動産取得申告（報告）書の提出は不要です。

　課税免除の申告様式については、下記のＵＲＬからダウンロードできますのでご利用ください。
　https://www.pref.ibaraki.jp/yoshiki/kurashi/tax/index.html#q11
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５	 県税の特別措置等について

茨城県過疎地域等における県税の特別措置について

○　過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法に係る県税の特別措置（課税免除）
　茨城県では、本県の過疎地域のうち過疎地域持続的発展市町村計画に記載された産業振興促進区域
（以下「産業振興促進区域」）内において、対象事業の用に供する設備を取得等し、次の要件に該当す
る場合は、県税の課税免除を受けることができます。

○　原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法に係る県税の特別措置（不均一課税）
　茨城県では、本県の原子力発電施設等立地地域内において、対象事業の用に供する設備を新設又は
増設し、次の要件に該当する場合は、県税を不均一課税（税率を軽減）します。

対 象 地 域
水戸市（旧内原町を除く）、日立市（旧十王町を除く）、常陸太田市（旧里美村、旧水府村を除く）、
ひたちなか市、茨城町、大洗町、東海村、那珂市、常陸大宮市（旧大宮町）、鉾田市（旧旭村、旧鉾
田町）

対 象 事 業 製造業、道路貨物運送業、倉庫業、こん包業、卸売業

適 用 要 件
事業年度内（個人の場合は事業年内）に2,700万円を超える額の対象事業に係る設備（建物及びそ
の附属設備、償却資産）を新設又は増設した場合で、製造業以外の対象事業にあっては、増加雇用
者数が15人を超える場合

特 別 措 置 の 内 容

＜法人事業税＞
　３年間の税率を軽減　免除率　初年度1/2→２年度1/4→３年度1/8
＜不動産取得税＞
　新増設に係る家屋又はその敷地である土地の取得に係る税率を軽減
　免除率　9/10
　※土地については、取得後1年以内にその土地を敷地とする家屋の建設に着手した場合に限る。
＜個人事業税＞
　３年間の税率を軽減　免除率　初年度1/2→２年度1/4→３年度1/8
＜県が課税する固定資産税＞
　３年間の税率を軽減　免除率　初年度9/10→２年度3/4→３年度1/2

適 用 期 限 令和９年３月31日まで

○　特別措置の手続き
　特別措置を受けようとする税目に関する申告期限までに、申告書及び必要書類により管轄
の県税事務所へ申請してください。申告書の様式については、下記のＵＲＬからダウンロー
ドできますのでご利用ください。

　　https://www.pref.ibaraki.jp/yoshiki/kurashi/tax/index.html

対 象 地 域

過疎地域（常陸太田市（旧水府村、旧里美村）※、潮来市（旧牛堀町）、常陸大宮市（旧御前山村、
旧山方町、旧美和村、旧緒川村）、稲敷市、かすみがうら市（旧霞ヶ浦町）、桜川市、行方市、城里
町（旧桂村、旧七会村）、大子町、河内町、利根町）の産業振興促進区域
※過疎地域自立促進特別措置法の失効及び過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法の制定に伴い過
疎地域の対象外となった旧金砂郷町については、令和９年３月31日まで経過措置があります。

対 象 事 業 製造業、情報サービス業等、農林水産物等販売業、旅館業、（個人事業に係る）畜産業、水産業

適 用 要 件

・過疎地域持続的発展市町村計画に振興すべき業種として定められた事業の用に供する設備を取得
等（取得又は製作若しくは建設をいい、建物及びその附属設備にあっては改修のための工事による
取得又は建設を含む）し、以下の取得価額等の要件を満たした場合

事業の種類 資本金の規模 対象となる設備投資 取得価額

製造業・旅館業
5,000万円以下（個人を含む） 取得等 500万円以上
5,000万円超１億円以下

新設又は増設のみ
1,000万円以上

１億円超 2,000万円以上
情報サービス業等・
農林水産物等販売業

5,000万円以下（個人を含む） 取得等
500万円以上

5,000万円超 新設又は増設のみ

・畜産業又は水産業を行う個人について、当該事業を行う者又はその同居の親族の労力によって
　これらの事業を行った日数の合計が当該年の延べ労働日数の1/3を超え、1/2以下である場合

特 別 措 置 の 内 容

＜法人事業税＞
　設備投資に係る増加従業者数の割合に応じて、３年間免除
＜不動産取得税＞
　設備投資に係る家屋又はその敷地の取得に係る税額を免除
　※土地については、取得後1年以内にその土地を敷地とする家屋の建設に着手した場合に限る。
＜個人事業税＞
　設備投資に係る増加従業者数の割合に応じて、３年間免除（畜産業又は水産業の場合は、５年間免除）
＜県が課税する固定資産税＞
　設備投資に係る償却資産に係る税額を３年間免除

適 用 期 限 令和９年３月31日まで
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茨城県地方活力向上地域等における県税の特別措置について

茨城県では、企業の本社機能移転等の促進を図り、安定した良質な雇用を通じて本県への新たな人の
流れを生み出すことを目的として、県税の特別措置を設けています。

１　対象者
県内において、本社機能の移転又は拡充する事業を行うものとして、知事の認定を受けた個人事業

者又は法人

２　対象要件
①令和８年３月31日までに、知事から本社機能整備に関する計画の認定（※1）を受け、認定後３年

以内に対象施設等（※ 2）を新設又は増設すること。
②新設又は増設した対象施設等の取得価額が 3,800 万円（中小企業者等にあっては 1,900 万円）以上

であること。
※ 1 計画の認定手続きについては、県政策企画部計画推進課（電話 029 -301 -2072）にお問い合わせください。

※ 2 本社機能（事業や業務を管理、統括、運営している業務）を有する事務所、研究開発において重要な役割を担う研究所、

人材育成において重要な役割を担う研修所

３　特別措置の内容
（１）対象税目

税　　目 内　　　　容

個人事業税
法人事業税

　対象施設等の新増設に伴って増加した従業者数の割合（※）に応じて、税率を
３年間軽減
※電気供給業、ガス供給業、倉庫業については、増加固定資産の割合

不動産取得税
　対象施設等である家屋又はその敷地である土地の取得（※）に係る税率を免除
又は軽減
※土地については、取得後1年以内にその土地を敷地とする家屋の建設に着手した場合に限る。

（２）免除率
税　　目 対象事業者 初年度 ２年度 ３年度

個人事業税
法人事業税

法認定事業者（※1） 1／2 1／2
条例認定事業者（※2） 1／4 1／4

不動産取得税 法認定事業者 － －
－ －

条例認定事業者 － －
※ 1　本社機能を地方活力向上地域（法対象地域）に移転又は拡充する事業を行うものとして、知事の認定を受けた事業者
※ 2　本社機能を法対象外地域に移転又は拡充する事業を行うものとして、知事の認定を受けた事業者

４　特別措置の手続き

https://www.pref.ibaraki.jp/yoshiki/kurashi/tax/index.html

５　注意事項

移転型
拡充型

1／4
1／2

9／10
10／10

1／2

　認定を受けた事業者については、県税の特別措置のほか、国が課税する法人税や市町村が課税する
固定資産税についても特別措置を受けることができる場合があります。詳しくは、管轄の税務署又は
市町村へお問い合わせください。

　特別措置を受けようとする税目に関する申告期限までに、申告書及び必要書類により管轄の県税
事務所へ申請してください。申告書の様式については、下記のURLからダウンロードできますので
ご利用ください。

５	 県税の特別措置等について



63

５	 県税の特別措置等について

森森林林湖湖沼沼環環境境税税のの仕仕組組みみ

納 め る 人 茨城県内に住所等がある個人※ 茨城県内に事務所等がある法人

納 め る 額 円／年 県民税均等割額の ％／年

納める期間 平成 （ ）年度から令和８（ ）年度まで

※個人県民税均等割を納める人と同じです。
次の方は、個人県民税均等割が課税されないため、森林湖沼環境税も課税されません。
① 生活保護法による生活扶助を受けている方
② 前年中の合計所得金額が市町村条例で定める金額以下の方
③ 前年中の合計所得金額が 万円以下の障害者、未成年者、ひとり親・寡婦の方

しんりんこしょうかんきょうぜい

森林湖沼環境税
茨茨城城県県のの豊豊かかなな自自然然環環境境をを良良好好なな状状態態でで次次世世代代にに引引きき継継ぐぐたためめ、、平平成成 （（ ））年年度度かか

らら森森林林湖湖沼沼環環境境税税をを活活用用しし、、森森林林のの保保全全・・整整備備やや湖湖沼沼・・河河川川のの水水質質保保全全にに努努めめてていいまますす。。

県県民民のの皆皆様様ののごご理理解解ととごご協協力力ををよよろろししくくおお願願いいいいたたししまますす。。

納納税税かからら事事業業実実施施ままででのの流流れれ

県県税税務務課課 電電話話

県県林林政政課課森森づづくくりり推推進進室室 電電話話

県県環環境境対対策策課課水水環環境境室室 電電話話

専用ホームページはこちら

税の仕組みに関すること税の仕組みに関すること
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５	 県税の特別措置等について

県税に係る社会保障・税番号〈マイナンバー〉制度について
社会保障・税制度の効率性・透明性を高め、国民にとって利便性の高い公平・公正な社会を実現する

ことを目的として、平成 28 年 1 月から社会保障・税番号＜マイナンバー＞制度が導入され、平成 28 年
１月１日以後に提出すべき申告書・申請書等から個人番号・法人番号の記載が必要となりました。

●個人番号・法人番号とは
個人番号は、12 桁の番号で、住民票を有する国民全員に１人１つ指定され、各市町村から通知され

ます。利用範囲は、番号法に規定された社会保障・税・災害対策に関する事務に限定されています。
法人番号は、13 桁の番号で、設立登記法人などの法人等（※）に１法人１つ指定され、国税庁から

通知されます。なお、法人の支店や事業所には指定されません。法人番号は個人番号とは異なり、原則
として公表され、どなたでも自由にご利用いただくことができます。

（※） 設立登記法人（株式会社、有限会社、協同組合、医療法人、一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人、

宗教法人、特定非営利活動法人等）のほか、国の機関、地方公共団体、その他の法人や団体などに指定されます。

（１）本人が申請する場合
個人番号を記載した申告書等を県税事務所等に提出する際には、番号確認及び身元確認が必要となり

ますので、以下の書類等をご準備ください。

番号確認
（＝正しい番号であることの確認）

身元確認
（＝手続きを行っている者が番号の正しい

持ち主であることの確認）

（２）代理人が申請する場合
代理人が個人番号を記載した申告書等を提出する際には、代理権の確認、代理人の身元確認及び本人

の番号確認が必要となりますので、以下の書類等をご準備ください。

代理権の確認 代理人の身元確認 本人の番号確認

委 任 状 代理人の顔写真付きの
身分証明書等

・本人の個人番号カード又は通知カード※（写しも可）
・個人番号付きの住民票の写し
・個人番号付きの住民票記載事項証明書（写しも可）

・この他の本人確認の書類等につきましては、県税務課ホームページをご覧ください。

個人番号を記載した申告書等を提出する際の本人確認（番号確認・身元確認）について

通知
カード※

住民票の写し
住民票記載事項証明書
（個人番号付き）

【顔写真付きの身分証明書】
・運転免許証
・旅券（パスポート）
・身体障害者手帳　　　　等

又は

又は

個人番号カード［番号確認・身元確認の両方が
１枚で可能です ］

＋
※　氏名、住所等の記載事項が住民票に記載されている事項と一致している場合に限り、利用可能。
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５	 県税の特別措置等について

庁

　県
担 当 部 署 名 電 話 番 号

所
務
事
税
県

担 当 部 署 名 電 話 番 号
市 町 村 課 税政グループ ☎ 029-301-2481 水戸県税事務所課税第一課 ☎ 029-221-4800
税 務 課 賦課グループ ☎ 029-301-2429 常陸太田県税事務所課税第一課 ☎ 0294-80-3311

徴収対策・査察室 ☎ 029-301-2446 行方県税事務所課税第一課 ☎ 0299-72-0483
土浦県税事務所課税第一課 ☎ 029-822-7212
筑西県税事務所課税第一課 ☎ 0296-24-9192

市町村 担当部署名 電話番号 市町村 担当部署名 電話番号
あ 阿 見 町 税 務 課 ☎ 029-888-1111 た 高 萩 市 税 務 課 ☎ 0293-23-2115
い 石 岡 市 税 務 課 ☎ 0299-23-1111 ち 筑 西 市 市 民 税 課 ☎ 0296-24-2111

潮 来 市 税 務 課 ☎ 0299-63-1111 つ つ く ば 市 市 民 税 課 ☎ 029-883-1111
稲 敷 市 税 務 課 ☎ 029-892-2000 つくばみらい市 税 務 課 ☎ 0297-58-2111
茨 城 町 税 務 課 ☎ 029-292-1111 土 浦 市 課 税 課 ☎ 029-826-1111

う 牛 久 市 税 務 課 ☎ 029-873-2111 と 東 海 村 税 務 課 ☎ 029-282-1711
お 大 洗 町 税 務 課 ☎ 029-267-5111 取 手 市 課 税 課 ☎ 0297-74-2141

小 美 玉 市 税 務 課 ☎ 0299-48-1111 利 根 町 税 務 課 ☎ 0297-68-2211
か 笠 間 市 税 務 課 ☎ 0296-77-1101 な 那 珂 市 税 務 課 ☎ 029-298-1111

鹿 嶋 市 税 務 課 ☎ 0299-82-2911 行 方 市 税 務 課 ☎ 0299-72-0811
かすみがうら市 税 務 課 ☎ 0299-59-2111 は 坂 東 市 課 税 課 ☎ 0297-35-2121
神 栖 市 課 税 課 ☎ 0299-90-1134 ひ 日 立 市 市 民 税 課 ☎ 0294-22-3111
河 内 町 税 務 課 ☎ 0297-84-2111 常 陸 太 田 市 税 務 課 ☎ 0294-72-3111

き 北 茨 城 市 税 務 課 ☎ 0293-43-1111 常 陸 大 宮 市 税務徴収課 ☎ 0295-52-1111
こ 古 河 市 市 民 税 課 ☎ 0280-22-5111 ひ た ち な か 市 市 民 税 課 ☎ 029-273-0111

五 霞 町 町民税務課 ☎ 0280-84-1111 ほ 鉾 田 市 税 務 課 ☎ 0291-33-2111
さ 境 町 税 務 課 ☎ 0280-81-1300 み 水 戸 市 市 民 税 課 ☎ 029-224-1111

桜 川 市 税 務 課 ☎ 0296-58-5111 美 浦 村 税 務 課 ☎ 029-885-0340
し 下 妻 市 税 務 課 ☎ 0296-43-8192 も 守 谷 市 税 務 課 ☎ 0297-45-1111

常 総 市 課 税 課 ☎ 0297-23-2111 や 八 千 代 町 税 務 課 ☎ 0296-48-1111
城 里 町 税 務 課 ☎ 029-288-3111 ゆ 結 城 市 税 務 課 ☎ 0296-32-1111

た 大 子 町 税 務 課 ☎ 0295-72-1116 り 龍 ケ 崎 市 税 務 課 ☎ 0297-64-1111




